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１ 計画の趣旨

津山市国民健康保険データヘルス計画（以下「データヘルス計画」という。）は、「国民健康保険法に基づく保健事業の実

施等に関する指針の一部改正について」（平成２６年３月３１日付け厚労省保険局長通知）に基づき、健康・医療情報を活用

して、ＰＤＣＡサイクルに沿った保健事業の実施及び評価を行うために策定するものです。

保険者である津山市は、生活習慣病対策をはじめとして、効果的かつ効率的な保健事業を実施するものとします。

２ 計画策定の背景①

国民健康保険の保険者は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第８２条第４項に基づき、特定健康診査及び特定

保健指導のほか、同条第１項に規定する健康教育、健康診査その他の被保険者の健康の保持増進のために必要な事業

（以下「保健事業」という。）を行うように努めなければならないこととされています。

近年、生活環境の変化や高齢化の進展に伴って、疾病に占める生活習慣病の割合が増えてきていることから、被保険者

本人が自らの生活習慣の問題点を発見し、意識して、その特徴に応じて生活習慣の改善に継続的に取り組み、それを保険

者が支援していくことが必要となっています。このような生活習慣の改善に向けた取り組みは、個々の被保険者の生涯にわ

たる生活の質（ＱＯＬ）の向上に大きく影響し、ひいては、医療費全体の適正化にも資するものです。

また、特定健康診査の実施（平成２０年度から）や診療報酬明細書等（以下「レセプト等」という。）の電子化（平成２３年１１

月から）、国保データベース（ＫＤＢ）システム（平成２５年度から）の整備により、保険者が健康や医療に関する情報を活用し

て被保険者の健康課題の分析、保健事業の評価等を行うための基盤の整備が進んでいます。
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第１章 計画の基本方針

データヘルス計画の策定
（ＰＤＣＡサイクルによる実施）

レセプトの電子化によるデータの蓄積
（平成23年度から）

特定健診等結果データの蓄積
（平成20年度から）

国保データベースシステムの構築
（平成25年度から）



３ 計画策定の背景②

こうした中、「日本再興戦略」（平成２５年６月１４日閣議決定）においても、「全ての健康保険組合に対し、レセプト等のデー

タ分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための事業計画として「データヘルス計画」の作成・公表、事業実施、評価

等の取り組みを求めるとともに、市町村国保が同様の取組を行うことを推進する。」とされ、保険者はレセプト等を活用した保

健事業を推進することとされました。

これまでも、保険者においては、レセプト等や統計資料等を活用することにより、「特定健診等実施計画」の策定や見直し、

その他の保健事業を実施してきたところですが、今後はさらなる被保険者の健康保持増進に努めるため、保有しているデー

タを活用しながら、被保険者をリスク別に分けてターゲットを絞った保健事業の展開や、集団全体に対して普及啓発を行うポ

ピュレーションアプローチから重症化予防まで網羅的に保健事業を進めていくことなどが求められています。

４ 計画の期間

計画の期間は、「第２次健康つやま２１」及び「津山市第二期国民健康保険特定健康診査等実施計画（以下「特定健診等

実施計画」という。）」との整合性を勘案し、平成２７年度から平成２９年度までの３年間とします。

また、平成３０年度は、第２次健康つやま２１の見直しの年度であり、第三期特定健診等実施計画を策定する年度となりま

すので、次期データヘルス計画は、この二つとの整合性を図りながら策定することとします。

なお、計画策定の背景①で説明したように、データヘルス計画策定の基盤整備が進んでいますが、現状では未だ不完全

な部分が多く残っています。平成２７年度以降は、随時、基盤が整ってくると思われますので、本計画の中で用いたデータの

修正が必要になる場合や、新たな分析結果が得られた場合には、適宜、計画を見直すこととします。
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ＰＬＡＮ（計画）

ＤＯ（実施）

ＣＨＥＣＫ（評価）

ＡＣＴ（改善）



被保険者数
（平成25年度平均）

23,444人
（男 11,403人）
（女 12,041人）

国保加入割合
（平成25年度）

22.0%
（全国 27.0%）

性別の構成比
（平成25年度平均）

男 48.64%
女 51.36%

平均年齢
（平成25年9月）

52.0歳
（男 51.0歳）
（女 53.0歳）

（全国 50.9歳）

前期高齢者加入割
合
（平成25年9月）

38.36%
（全国 32.8%）

特定疾病受療証（特
定疾病） 交付状況
（平成24年度平均）

対象者 86名
交付割合
0.3567%
（全国 0.3160%）

保険者番号 330035

保険者名 津山市

第２章 津山市国保の現状と考察

１ 津山市国保の現状

（１）被保険者数等

津山市国保の被保険者数は、平成25年度平均、23,444人となっており、
毎年約1％程度減少している状況です。しかし、国保加入者に占める前期
高齢者（65歳以上75歳未満）の割合は、平成24年度を境に急激に増加し
始めています。平成25年度の加入割合は、38.36％であり、全国平均
32.8％と比較するとかなり高い比率となっています。
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また、階層毎の年齢構成比を全国平均と比較してみると、50歳～54歳までは、全国平均を下回っていますが、55歳～59
歳から全国平均を上回っています。65歳～69歳（団塊の世代）となると平均を大幅に上回っており、今後、この世代の高齢
化が更に進むことによって、医療費が増加することが懸念されているところです。例えば、65歳～69歳の一人当たり医療費
は、約47万円ですが、70歳～74歳の一人当たり医療費は、約64万円となります。年齢階層が上がれば医療費が増加する
ことになります。
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医療専門職の配置状況（平成26年度）

顧問医 0人

保健師 正職員 0人
嘱託職員 2人
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保
健
事
業
費

決算額（円）
（H25年度）

被保険者
1人当たり（円）

全国平均（円）
（H24年度）

特定健康診査等事業費 29,409,816 1,254 2,172

医療費適正化
（医療費通知・その他健診分）

13,432,754 573 723

保健指導事業 5,410,313 231 

レセプト点検 4,004,202 171 

健康のまちづくり事業 1,327,620 57 

合 計 53,584,705 2,286 2,895

18名

3係 保健事業担当者　1名
課長以下20名 正職保健師　0名

嘱託保健師　2名
臨時管理栄養士　1名

3係 正職保健師　２名
課長以下31名 （成人班）

管理栄養士　１名
（兼務）

市
長

環境福祉部 保険年金課

副
市
長

国民健康保険係

こども保健部 健康増進課 保健指導係

国保運営協議会

（２）保健事業実施体制

国保担当課と保健事業担当課が異なっており、現状では、国保担当課に保健事業を担う保健師等の専門職が不在となっ

ています。保健事業の実施にあたっては、連携を図っていくことが求められます。また、決算の状況を見ると、保健衛生普及

費については、平均並みですが、特定健康診査等事業費については、全国平均を大きく下回っており、特定健診の受診率

の低さが影響していると考えられます。



予算
科目

事業名 目的及び概要 事業費 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因 評価

特
定
健
康
診
査
等
事
業
費

特定健康診査 高確法に基づくもの 29,171 千円 ６～１月 ‐

個人が対象のため強制
力がない
受診率の低迷
受診者の固定化

×

特定保健指導 高確法に基づくもの 829 千円 ９～３月 ‐
利用者の低迷
利用者の固定化

△

その他検査項目の追加実施
受診率向上のため 特定健診受
診者に貧血、心電図、尿酸、クレ
アチニンの検査を追加実施

8,792 千円 ６～１月 ‐
心電図に係る経費が高
い

○

特定保健指導未利用者対策
特定保健指導利用率向上のため、
電話による受診勧奨を実施

353 千円 ９～３月
専門性を生かした利用勧奨
を実施する

特定保健指導該当者の
固定化による利用率の
低迷

△

保
健
衛
生
普
及
費

未受診者対策
特定健診受診率向上のため、個
別訪問や郵送による受診勧奨を
実施

1,045 千円 概ね10月頃
訪問による受診勧奨を実施
健康意識に合わせて受診
勧奨の手法を変更

受診率の低迷
健診に対する理解不足
医療機関受診中のため
健診未受診

△

糖尿病予備群への保健指導
糖尿病治療中者への保健指導

医師の管理下にある者がほとん
であるが、ＨｂＡ１ｃのコントロール
が出来るように指導を実施

478 千円 概ね10月頃 ‐

重症化すると循環器疾
患の悪化、人工透析に
移行する
糖尿病医療連携体制が
効果的に機能していない

△

重複頻回受診者へ訪問指導
重複頻回受診者をリストアップし
適正受診に向け指導を実施

699 千円 毎月 ‐ 該当者の把握、固定化 ○

ジェネリック医薬品差額通知
国保財政の改善と患者負担の軽
減額を記載した通知を送付

2,592 千円 毎月 ‐

ジェネリック医薬品の普
及率が低い
ジェネリック医薬品への
理解不足

○
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２ 保健事業の課題と考察

現状の津山市国保の保健事業を考察すると以下のとおりです。



第３章 基本分析による現状把握

１ 医療費データの分析

（１）国保の医療費の概要

①医療費総額の推移

津山市の医療費は、平成23年度まで右肩上がりで推移していましたが、平成24年度には微減となり、平成25年度は再
び増加に転じましたが、微増にとどまっています。しかしながら、一人当たりの医療費は、コンスタントに増加しており、特

に団塊の世代が前期高齢者となった平成25年度に大幅に増加しています。今後、団塊の世代の高齢化により、医療費が
増加することが懸念されます。
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（
円
）

医療費総額

91億円



0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

2200特殊目的用コード

1600周産期に発生した病態

1500妊娠、分娩及び産じょく

1700先天奇形、変形及び染色体異常

0300血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害

0800耳及び乳様突起の疾患

1200皮膚及び皮下組織の疾患

1800症状、徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの

0100感染症及び寄生虫症

0700眼及び付属器の疾患

0600神経系の疾患

1000呼吸器系の疾患

1300筋骨格系及び結合組織の疾患

1400腎尿路生殖器系の疾患

0400内分泌、栄養及び代謝疾患

1900損傷、中毒及びその他の外因の影響

0500精神及び行動の障害

1100消化器系の疾患

0200新生物

0900循環器系の疾患

平均 / 市：一人当たり診療費

平均 / 県：一人当たり診療費
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※疾病分類統計（2年度平均） 一人当たり医療費（単位：円）

②疾病分類別被保険者一人当たりの医療費

津山市の疾病分類による医療費の傾向は、県、全国と比較しても大きくは変わりませんが、独特なものとして、精神及

び行動の障害に係る医療費の比率が高くなっています。また、循環器系疾患、新生物が県平均より高くなっています。糖

尿病が分類されている内分泌、栄養及び代謝疾患については、県平均を下回っていますが、高額となっています。また、

生活習慣に起因する疾病や、それらの合併症が上位を占めており、これらへの対策が今後の医療費適正化のカギとなり

ます。
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一人当たり医療費と一件あたり医療費の比較（単位：円）

（２）生活習慣病と医療費

①生活習慣病

津山市の生活習慣病の医療費を大まかに分類し分析すると、糖尿病、腎不全、高血圧性疾患が占める割合が非常に

高かくなっています。しかし、虚血性心疾患、脳梗塞など、高血圧性疾患から生じる比較的リスクの高い疾病の医療費は

低くなっています。次に、一件当たりの医療費で比較すると、腎不全が圧倒的に高くなっています。腎不全は糖尿病から

の移行者が多く、一件当たりの医療費の低い糖尿病の占める割合が高くなっているということは、腎不全へ移行する可能

性のあるリスク者が多く存在していることが分かります。

（一
人
当
た
り
医
療
費
）
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特定疾病に係る医療費推計及び受療証交付率の推移

受療証交付率

医療費推計
（単位：千円）

②特定疾病受療証の交付状況-１
次に慢性腎不全と診断され人工透析を受ける被保険者等に交付される「特定疾病受療証」の交付状況の推移をみる

と、近年急激に増加していることが分かります。人工透析だけも、一人の患者の年間医療費は500万円を超えます。総額
に換算すると、人工透析に係る医療費だけで、平成20年度と平成25年度では、約9,500万円も医療費が増加していること
になります。

また、被保険者に占める割合を全国と比較すると、県、津山市とも、全国水準を上回っていることが分かります。
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③特定疾病受療証の交付状況-２
さらに、人工透析が必要な慢性腎不全患者に対し、特定疾病受療証を交付した時期を分析すると、42％が国保加入と同
時ということが分かりました。また、国保加入後5年以内に人工透析に移行した者は、27％となっており、約70％が国保加
入後5年以内に人工透析に移行していることが分かります。
次に、人工透析に移行した年代を分析すると、20代～40代が40％を占めており、40歳到達で特定健診の対象者となるよ
り早い段階で、糖尿病を発症していることが分かります。

つまり、国保に加入する前にある程度糖尿病が重症化している実態があること。また、若年層にもリスク者は存在し特定

健診だけではそれらを把握できていない実態があることが分かります。

早急にリスク者を把握し、早い段階で、生活習慣を改善するなどの対策が求められます。
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※60歳～64歳で減少するのは全体の医療費が増加し全体に占める割合が減少するため。
※65歳から減少するのは障害認定により国保を脱退し、後期高齢者医療に移行するため。

糖尿病 腎不全

年齢階層ごとの一人当たり医療費の比較（単位：円）

④糖尿病の医療費分析

津山市の糖尿病と腎不全の一人当たり医療費を年齢階層・性別ごとに分析すると、糖尿病は早ければ35歳頃から発症
し、その後右肩上がりに推移しています。そして、腎不全はその約15年後の50歳頃から急激に増加し始めます。また、男
性の一人当たり医療費が極端に高い傾向にあります。このデータをみると、糖尿病は比較的若い時期から発症し、その約

15年後に重症化している可能性があることが分かります。また、主として、40・50歳代の特に男性にリスク者が存在するこ
とが考えられますが、この層の特定健診受診率の低さがネックとなり、健康状態の把握が不十分となっています。
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（３）ジェネリック医薬品の使用状況

①ジェネリック医薬品普及率

津山市は平成25年3月から、ジェネリック医薬品（後発医薬品）差額通知を実施しています。ジェネリック医薬品差額通
知とは、現在処方されている医薬品をジェネリック医薬品に切り替えた場合に薬代がどれだけ削減できるかを患者に通知

するものです。津山市のジェネリック医薬品の普及率は、平成25年度 34.63%（新指標・数量ベース）であり、全国平均
47.9%（全医療保険者）と比較すると大きく下回っています。しかし、津山市の普及率は右肩上がりで向上しており、平成
26年8月診療分では、43.48%となっています。また、1年移動平均では、39.80%となっています。医療費の節約に有効な手
段として、普及率の向上が求められます。

ジェネリック医薬品普及率の推移 普及率・・・・後発品の無い先発品を除く薬剤に占める後発品の割合（数量）



②ジェネリック医薬品差額通知の分析

平成26年8月診療に係る薬剤費のうち、削減効果（差額）の見込める医薬品を薬効分類毎（上位25位）で分析すると、
降圧薬、消化性潰瘍治療薬、高脂血症治療薬、糖尿病治療薬が上位を占めています。また、それ以外にも、抗血栓

薬、血管拡張薬など、高血圧症や脂質異常症に関係するものがほとんどです。これらは、薬剤費の減少率は2倍程度で
すが、継続し、まとまった数量が処方されていることから削減効果が高いことが分かります。一方、減少率が8.5倍の膵
疾患治療薬については、処方される数量が少なく、削減効果は低いことが分かります。津山市の生活習慣病の傾向を

みると、1件当たり医療費の低い高血圧性疾患の総額が高く、合併症の虚血性心疾患や脳梗塞は低くなっています。重
症化を防ぐためにも、医療機関への適正受診指導は引き続き行い、ジェネリック医薬品を普及させることで、患者の生

活の質を低下させることなく、医療費を節約することができます。
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特定健診受診率の推移

２ 特定健診データの分析

（１）特定健診・特定保健指導の実施状況

①特定健診の受診率の推移

平成20年度から、 40歳から74歳の被保険者と被扶養者を対象とし、メタボリックシンドロームに着目した特定健診及び
特定保健指導を行うことが保険者に義務付けられました。

特定健診の受診率の推移を比較したところ、津山市の受診率は、全国、県内のいずれの保険者と比較しても低く、受診

率の向上が停滞している状況にあります。また、岡山県の受診率についても、全国のいずれの保険者と比較しても低い

状態が続いています。特定健診は被保険者の健康状態を直に把握することが可能であり、今後の保健事業を実施してい

くためには、受診率の向上は欠かせないものになります。

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

国保保険者のみ

社会保険等を含む全保険者

岡山県

全国

全国

岡山県

津山市

15



②特定健診の年代別・男女別受診率

年代別・男女別の受診率を全国と比較すると、津山市は年代が進むと受診率が高くなります。どの年代でも男性よりも

女性の受診率が高くなっています。特に若年層の受診率は著しく低くなっています。

しかし、社会保険等を含む全保険者と比較すると、全保険者は、若年層の方が受診率は高く、また男性の方が高いこと

が分かりました。これは、事業所が従業員に対して人間ドックなどを実施していることが影響していると考えられます。

それぞれの年代・性別に適した特定健診を受けやすい環境の整備や特定健診の周知啓発を図り、受診率を向上させる

ことが求められます。また、生活習慣病は、早ければ40代から発症している実態に鑑み、特に若年層の受診率の向上が
今後、保健事業を展開していくうえでの重要な要素となります。
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③特定保健指導の実施率の推移

特定健診を受診した者のうちメタボリックシンドローム該当者及び予備群と判定された者に対し、生活習慣を改善させる

ことを目的として、特定保健指導を行っています。

特定保健指導の実施率を比較したところ、津山市の実施率は全国の国保保険者よりは低いですが、岡山県の中では

若干高くなっています。しかし、近年では、特定健診受診率の低迷により、特定保健指導の対象者が固定化されることな

どによって、低下に転じています。他方で、全国の実施率、社会保険等を含む全保険者の実施率は、特定健診の受診率

の上昇に伴い向上しています。

なお、最新の厚生労働省のワーキンググループの検証では、積極的支援を受けた人の医療費は、受けなかった人よ

り、男性で、21～37％、女性で11～34％低いことが分かっています。保健指導の効果が具体的に示されたところです。
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（２）特定健診の結果分析

①メタボリックシンドローム該当者の状況

特定健診の受診結果、内臓脂肪症候群
（メタボリックシンドローム）の該当者、また
は、予備群と診断された割合を比較する
と、津山市は、総計では、該当者が、全保
険者より約3.2ポイント高く、予備群が約
0.6ポイント低くなっています。
しかし、性別、年代別に分析すると、該
当者は、男性の55～59歳、60～64歳が突
出しており、予備群者では、1世代若い45
～49歳、50～54歳が突出していることが
分かります。

該当者の割合は加齢により、高くなる傾
向がありますが、津山市の場合、45歳頃
からの予備群が、50歳代、60歳代の該当
者の増加を支えている構図があることが
分かります。

特に男性は40歳代から、生活習慣病患
者が増加し、それに伴う健康上のリスクも
高まってきますが、特定健診の受診率が
低く健康状態が把握できていないことと、
特定保健指導の受診率も低いことから、
いまのところ十分な対策ができていない現
状があります。

該当者割合

内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の状況
※特定健診受診者に占めるメタボ該当者等の割合（％） （22年度～24年度平均を算出）

予備群割合
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②検査項目有所見者の状況

特定健診受診者のうち、血糖、血圧、脂質に異常の見られたもの（有所見者）の割合を、性別・年代別に分析すると、下図

のとおりとなります。特定健診の受診率が低いので、20年度から23年度のデータを平均化して用いています。
血糖については、加齢により有所見率が上昇し、40歳代から50歳代までは男性の有所見率が高く、60歳代からは女性の
有所見率が上回る結果となっています。受診域（受診が必要なものの）の割合は低いですが、生活習慣改善域（生活習慣

の改善が必要なもの）の割合が高くなっています。特に、40～44歳の男性の有所見率は突出している結果となっています。
血圧については、加齢により有所見率が上昇し、60歳代までは男性の有所見率が極端に高くなっています。また、服薬
者の割合も高く、服薬によって血圧が調整されていることが見受けられます。

脂質については、加齢に関係なく有所見者が存在しています。50歳代半ばまでは、男性の有所見率が高く、以後は女性
の有所見率が上回る結果となっています。また、服薬者の割合は加齢により上昇しています。特に40～44歳の男性の有所
見率は突出している結果となっています。

血糖（HbA1c） 血圧（収縮・拡張期） 脂質（中性脂肪・ＨＤＬ・ＬＤＬ）
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前年度の内臓脂

肪症候群該当者

のうち今年度予備

群該当者割合

前年度の内臓脂

肪症候群該当者

のうち今年度該当

者・予備群でなく

なった者の割合

③メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率の推移

メタボリックシンドロームの該当者及び予備群と診断されたものの翌年度の診断状況を確認し、該当者及び予備群でなく

なったものの割合を分析したところ、下図のとおりとなっています。

該当者の減少率は、ほぼ横ばいですが、男女とも20％を超えており、男性では該当者から予備群となった割合が高く、女
性では該当者から該当者・予備群でなくなったものの割合が高くなっています。

予備群の減少率も、ほぼ横ばいですが、平均すると20％を超えており、特に女性の減少率が高くなっています。
特定保健指導実施者の人数が極端に少ないことや、減少率には服薬者も含まれることから、特定保健指導の成果がそ

のまま反映していると捉えることはできませんが、厚生労働省のワーキンググループの検証では、積極的支援を受けた人

の医療費は、受けなかった人より、男性で、21～37％、女性で11～34％低いことが分かっていますので、引き続き特定健
診の受診率の向上と特定保健指導の実施率の向上を図っていく必要があります。
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（３）生活習慣病リスクと医療機関の受診状況

国保データベースシステム（ＫＤＢ）を活用し、特定健診対象者への対策をフロー化すると下図のとおりとなります。特定健

診の効果を最大限に発揮するためには、受診率等の向上はもとより、医療機関との連携が今後の課題となります。

被保険者台帳健診対象者を特定

15,846人

3,443人

特定健診を実施

健診受診者

12,403人

健診未受診者

メタボ該当者

586人

メタボ予備群

376人

健診受診情報とレセプトを突合

治療なし

589人

健診結果の判定

特定保健指導以外の対象者 特定保健指導の対象者

特定保健指導

動機付支援

99人

積極的支援

39人

情報提供

受診不必要

246人

受診必要

205人

治療なし

4,020人

生活習慣病
治療中

8,383人

生活習慣病
治療中

2,854人

情報提供

生活習慣病のコントロール

良

1,380人

不良

1,474人

分析

17,171人

被保険者を抽出

23,719人

未受診者対策

・特定健診の受診勧奨を行う
・普及啓発を行う
・簡易健診の実施

医療との連携

・かかりつけ医と保健指導実施者との連携
・医療機関における生活習慣管理・栄養食事指
導の積極的活用
・治療中断者・未受診者対策としてのレセプトと
健診データの突合・分析

医療との連携

・医療機関を受診する必要性につ
いて通知・説明
・生活改善や受診行動が自分で選
択できるように支援

周知・啓発

・健診結果を通知
・健診結果の見方を周知

特定保健指導

・保健指導の実施
・行動目標・計画の策定
・健診結果により必要に応じて受診勧
奨を行う

※平成25年度数値を基に推計
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医療費総額においても、一人当たり医療費においても、生
活習慣病、特に糖尿病が上位を占める。

第４章 健康課題と目的・目標

１ 健康課題の抽出

ここからは、今までの現状分析、基本分析から見えてきた健康課題を抽出し、対策の方向性を導き出します。

基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性

医
療
費
デ
ー
タ

近年、特定疾病受療証（人工透析患者）の交付割合が急
激に増加している。また、糖尿病の保有者が40歳代から増
加する。国保加入と同時期に透析に移行するものも見られ
る。

○糖尿病は、予防対策及びリスク者の特定が可能であることか
ら、重点課題と位置付け、ポピュレーションアプローチと重症化
予防の両面から対策を講じる。
○特定健診結果データとレセプトデータの分析により、対象者を
リスク階層ごとに特定し、それぞれに応じた対策を講じる。

高血圧性疾患の医療費総額が高いが、高血圧症がもたら
すよりリスクの高い虚血性心疾患や、脳梗塞などの医療費
総額は低く抑えられている。

○医療機関への適正受診を指導するとともに、生活習慣を改善
する対策を講じる。
○医療費削減効果の高い高血圧症治療薬にジェネリック医薬品
を普及させため、ジェネリック医薬品差額通知対象者の見直し
を行う。また、ジェネリック医薬品のプロモーションを図る。ジェネリック医薬品普及率が低い。

健
診
デ
ー
タ

特定健診の受診率が低迷している。男性の受診率が低く、
そのなかでも、40歳代、50歳代の受診率が低い。

○未受診者対策として受診勧奨を行う。特に、国保加入者、年
齢到達者などの新たに対象者となったものへの制度周知・受
診勧奨を行う。
○簡易健診、ナイター健診により受診機会を確保する。
○40歳代の健康状態の把握と、受診率の向上のため、この層の
健診費用の一部負担金の見直しを検討する。
○未受診者の中には医療機関受診中のものが多く存在するた
め、医療機関からデータ提供を受付ける。
○未受診者の中には事業所が実施する人間ドックを受診してい
るものが存在するため、事業所、または本人からデータ提供を
受付ける。
○特定健診の制度を周知する。

メタボリックシンドローム該当者の割合が、全国と比較して
高い。特に、55歳～64歳に多く存在し、そのことに符合する
ように、予備群が45歳～54歳に多く存在している。

有所見者を年代・性別で比較すると、50歳代、60歳代の男
性に有所見者が多く存在している。

加齢により有所見者の割合が増加し、服薬者の割合も増
加している。

○ジェネリック医薬品差額通知対象者の見直しを行い、普及率
を向上させ、医療費の節約を図る。
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基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性

健
診
デ
ー
タ

医療費データと健診データを分析すると、健康状態の問題
がそれぞれに存在し、リスクレベルごとの対策ができてい
ないことが分かった。そのうち生活習慣病の割合がかなり
高い。
また、特に40歳代男性の健康状態の悪化が際立っている
ことも分かった。

○広報紙、啓発番組、イベント等で生活習慣改善の重要性につ
いて、情報発信する。
○保健指導事業の対象者抽出には、特定健診結果データの他
に、レセプトデータの分析を用いることで、特定健診受診率の
低さを補う。
○それぞれのリスクレベルに応じた対策を講じる。
○特定保健指導を活用し、特定健診の効果を最大限発揮する。
○生活習慣の改善のため、糖尿病教室を開催する。
○治療中、未治療者へ必要に応じ、医療機関への受診勧奨を行
う。
○医療機関との連携による重症化予防対策を行う。
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メタボリックシンドローム

糖尿 脂質異常高血圧

特定保健指導の実施率の伸びが鈍化している。近年、他
保険者は向上傾向にあるが、津山市は低下傾向にある。

○未利用者対策として利用勧奨を行う。
○健診受診時に初回面接を実施するなど、特定保健指導方法
の見直しを行う。
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後発医薬品
の利用促進

レセプト分析
（委託）

結
果

保健指導事業

糖尿病性腎症等
重症化予防事業
（委託）

特定保健指導
・積極的支援

糖尿病教室
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最高リスク

高リスク

中高リスク

医療費の節約後発医薬品差額通知 後発医薬品のプロモーション

個別健診
※一部負担金の見直し

データ提供事業

医療機関 集団検診 簡易健診 →被保険者→

受診

通院

健
康
状
態
の
把
握

そ
れ
ぞ
れ
の
リ
ス
ク
に
応
じ
た
対
策

レセプト

診療情報

制度周知
健康啓発

特定保健指導
・動機付け支援

周知啓発

結
果

津山市

医療機関

連携

広報紙、啓発番組、イベント等での情報発信

２ 平成２７年度以降の津山市国保の保健事業の概要

健康課題及び対策の方向性の概要をまとめると下図のとおりです。
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事業名 事業の目的及び概要

平成２７年度

平成28年度 平成29年度4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

医療費通知

被保険者に自身の医療費を
把握してもらうことを目的に、
年６回、全受診世帯へ送付
する。

継
続

○
実
施

○
実
施

○
実
施

○
実
施

○
実
施

○
実
施

継続して実施
する。

同 左

ジェネリック差額通知

ジェネリック医薬品の使用促
進による医療費抑制を目的
に、切り替えた場合の自己
負担軽減額を通知する。

継
続

○
実
施

通知対象年
齢を検討し、
継続して実施
する。

同 左

特定健康診査受診勧奨

被保険者の健康状態を把握
し保健事業の質的向上を図
るため、健診のチラシ等を全
戸回覧により受診勧奨を実
施する。

継
続

○
実
施

継続して実施
する。

同 左

特定健康診査
未受診者対策事業

健診未受診者・新規加入者
を対象とし、訪問、パンフレッ
トを送付して受診勧奨を実施
する。

継
続

○
訪
問

○
郵
送

効果を確認し、
送付方法、対
象者等を検
討する。

同 左

特定保健指導利用勧奨
特定保健指導対象者の利用
率を向上させるため、電話に
よる利用勧奨を実施する。

継
続

○
電
話

継続して実施
する。

同 左

重複・頻回受診指導事業
重複・頻回受診者を訪問し、
健康相談を実施することによ
り、医療費の適正化を図る。

継
続

○
実
施

継続して実施
する。

同 左

糖尿病教室

糖尿病の重症化を防ぐため、
自分で数値をコントロールす
ることが出来るように指導を
実施する。

継
続

○
実
施

○
終
了

実施時期を
検討し、継続
して実施する。

同 左

３ 保健事業の実施計画

平成２７年度以降の津山市国保保健事業実施計画を以下のとおり定め、実施して行きます。
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事業名 事業の目的及び概要

平成２７年度

平成28年度 平成29年度4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

糖尿病予備群保健指導事業
糖尿病治療中者への保健指導

健診結果より、腎機能低下
者を早期発見し、受診勧奨
または糖尿病教室へ繋げ、
人工透析への移行を少しで
も遅らせるよう指導を実施す
る。

継
続

○
実
施

継続して実施
する。

同 左

糖尿病性腎症
重症化予防事業

レセプト、健診結果より、人
工透析になる可能性が高い
人を抽出し、腎機能低下を
遅延させ、人工透析導入の
予防、導入の時期を遅らせ
るための指導を行う。

新
規

○
実
施

○
終
了

効果を確認し。
継続実施を
検討する。

同 左

一部負担金の無料化

病気が発症しやすい40代等
をターゲットにクーポン券等
の交付を行い、受診勧奨と
受診機会の確保を行う。

新
規

△
検
討
・調
整

対象年齢、効
果等を確認し。
継続実施を
検討する。

同 左

簡易健診

定期的な会場より身近な公
民館等へ出向いて健診を実
施することにより、利便性を
高め、受診機会の確保を行
う。

拡
大

△
検
討
・調
整

効果を確認し。
継続実施を
検討する。

同 左

ナイター健診

夕方等に健診を実施するこ
とにより、日中、仕事等によ
り受診できない特定健診対
象者の受診機会の確保を行
う。

拡
大

△
検
討

△
調
整

△
調
整

効果を確認し、
継続実施を
検討する。

同 左

データ提供事業

医療機関の検査結果や、事
業所が実施する人間ドック受
診結果のデータ提供を受付
け、特定健診受診率の向上
を図る。

拡
大

○
実
施

継続して実施
する。 同左

レセプト分析

レセプトを分析することにより、
今後の保健事業内容の検討。
優先的に取り組むべき課題
やリスク者の抽出を行う。

新
規

○
実
施

内容を確認し、
分析・評価方
法を検討しな
がら継続実
施を検討す
る。

同 左
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４ 保健事業の目標・評価指標

３の保健事業の目標・評価指標（アウトプット・アウトカム）を以下のとおり定めます。

事業名

対 象 者

事業担当課

目 標 （平成29年度）

区分 性別 年齢
アウトプット
（実施内容）

アウトカム
（事業の成果）

医療費通知 全受診世帯 全て 0～74 保険年金課
全受診世帯に通知を送付す
る。（6回／年、２か月分づ
つ）

自身の医療費に関心を持つ

ジェネリック差額通知 対象世帯 全て 0～74 保険年金課
ジェネリック医薬品差額通知
を送付する。（通年）

新指標による普及率につい
て、全国国保保険者の水準
を達成する

特定健康診査受診勧奨 被保険者 全て 40～74
保険年金課
健康増進課

個別・集団健診を実施する
がん健診を同時に実施する

健
診
受
診
率

特定健診実施計画に
定める受診率等を達成
する

40歳代、50歳代の受診
率を向上させる特定健康診査

未受診者対策事業
被保険者 全て 40～74

保険年金課
健康増進課

新規加入者、新規40歳到達
者に受診勧奨通知を送る。
（約1,500人／年）

特定保健指導利用勧奨 被保険者 全て 40～74
保険年金課
健康増進課

保健指導未利用者に電話
による利用勧奨を実施する。

未利用者への勧奨 100％
保健指導利用率 20％

重複・頻回受診指導事業 被保険者 全て 0～74 保険年金課
重複頻回受診者を訪問して
健康相談を実施する。（60人
/年）

保健指導率 65％
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事業名

対 象 者

事業担当課

目 標 （平成29年度）

区分 性別 年齢
アウトプット
（実施内容）

アウトカム
（事業の成果）

糖尿病教室 被保険者 全て 40～74
保険年金課
健康増進課

糖尿病の重症化を防ぐため、
自己血糖コントロール出来る
ように指導をする。（20人／
回）

糖尿病教室への参加率の
向上
生活習慣の改善

糖尿病予備群保健指導事業
糖尿病治療中者への保健指導

被保険者 全て 40～74
保険年金課
健康増進課

治療中、未治療者へ受診勧
奨、糖尿病教室への参加勧
奨等、健康相談を行う。

生活習慣の改善

糖尿病性腎症
重症化予防事業

被保険者 全て 40～74
保険年金課
健康増進課

重症化が懸念される対象者
に対して、人工透析遅延等
に向け、保健指導を実施す
る。

指導完了率 100％
検査値の改善 80％
生活習慣の改善

一部負担金の無料化 被保険者 全て 40～49 保険年金課

特定健診受診率の向上
（病気が発症しやすい年代を
ターゲットとし、クーポン等を
交付する。）

受診率 2％向上

簡易健診 被保険者 全て 40～74
保険年金課
健康増進課

定期的な会場より身近な公
民館等へ出向いて健診を実
施する。

受診率 1％向上

ナイター健診 被保険者 全て 40～74
保険年金課
健康増進課

夕方夜間に特定健診を実施
する。

受診率 1％向上

データ提供事業 被保険者 全て 40～74 保険年金課

医療機関からの受診データ
や、事業者、被保険者から
の人間ドックデータを受付け
る。

受診率 2％向上

レセプト分析 被保険者 全て 0～74 保険年金課
優先課題の抽出、リスク者
の抽出を行う。

リスク階層毎の対象者の把
握
健康状態の推移の把握
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第５章 計画の推進

１ データヘルス計画の評価方法

データヘルス計画策定に用いたデータを年度ごとに比較し定量的な評価を行います。また、国保データベースシステム（Ｋ

ＤＢ）の普及が進めば、全国、県内保険者との比較はもちろん、同規模保険者との比較が可能となります。将来的には、精度

も向上すると思われますので、今後はＫＤＢもデータ分析に積極的に活用し、評価にも用いることを想定しています。

２ データヘルス計画の見直し

計画期間の最終年度（平成２９年度）に、計画に掲げる目標の達成状況及び事業の実施状況を調査し、総合的にデータ分

析を行います。そして、実績に関する評価を行います。

その結果は、計画（目標値の設定、取り組むべき事業等）の内容の見直しに活用し、次期計画の参考とします。また、計画

の期間中においても、目標の達成状況や事業の実施状況の変化等により、計画の見直しが必要になった場合は、必要に応

じて修正します。

３ 推進体制の整備

（１） 庁内推進体制の整備

国保担当課と保健事業担当課がお互いに連携を図り、保健事業を推進して行きます。また、その体制づくりに取り組んで

行きます。

（２） 関係機関との連携

岡山県、岡山県国保連合会との連携を図り、計画を推進して行きます。また、津山市保健対策委員会等を通じ、医療機関

との連携体制を確立し、より円滑な計画の推進を図ります。

４ 個人情報の保護

（１） 法令等の遵守

保健事業で得られる個人情報の取扱いについては、津山市個人情報保護条例等の規定を遵守します。

（２） 電子媒体の管理

津山市情報マネジメントポリシー等の規則を遵守し適正に管理します。

（３） 委託する場合の保護措置

業務を委託する場合は、個人情報の厳重な管理や目的外使用の禁止等を契約書に定めます。


